
参 考 資 料 

四街道市職員の勤務時間、休暇等に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改正案 現 行 

 （育児又は看護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限) （育児又は看護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限) 

第８条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明

治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員と

の間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所

に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法

（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童

その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。次項、第３項

及び第15条の３第１項において同じ。）のある職員（職員の配偶者で

当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの

間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当該子を

養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、当該子を養

育するために請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除

き、深夜における勤務をさせてはならない。 

第８条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明

治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員と

の間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所

に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法

（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童

その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。以下第２項及

び第３項において同じ。）のある職員（職員の配偶者で当該子の親で

あるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以

下この項において同じ。）において常態として当該子を養育すること

ができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員

を除く。）が、規則で定めるところにより、当該子を養育するために

請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜にお

ける勤務をさせてはならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前３項の規定は、第15条第１項に規定する日常生活を営むのに支障

がある者（以下「要看護者」という。）を看護する職員について準用

する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまで

の子（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職

員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立につ

４ 前３項の規定は、第15条第１項に規定する日常生活を営むのに支障

がある者（以下「要看護者」という。）を看護する職員について準用

する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまで

の子（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職

員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立につ



いて家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所

に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するも

の、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定に

より同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託

されている児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含

む。次項、第３項及び第15条の３第１項において同じ。）のある職員

（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日

の午前５時までの間をいう。以下この項において同じ。）において常

態として当該子を養育することができるものとして規則で定める者に

該当する場合における当該職員を除く。）が、規則で定めるところに

より、当該子を養育」とあり、第２項中「３歳に満たない子のある職

員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、及び前項

中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で

当該子の親であるものが、常態として当該子を養育することができる

ものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。

以下この項において同じ。）が、規則で定めるところにより、当該子

を養育」とあるのは「「第15条第１項に規定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下「要看護者」という。）のある職員が、規則で定

めるところにより、当該要看護者を看護」と、第１項中「深夜におけ

る」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。）

における」と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の運営に

支障がある」」と読み替えるものとする。 

いて家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所

に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するも

の、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定に

より同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託

されている児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含

む。以下第２項及び第３項において同じ。）のある職員（職員の配偶

者で当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当該

子を養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合

における当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、当該子

を養育」とあり、第２項中「３歳に満たない子のある職員が、規則で

定めるところにより、当該子を養育」とあり、及び前項中「小学校就

学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親で

あるものが、常態として当該子を養育することができるものとして規

則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。以下この項に

おいて同じ。）が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあ

るのは「「第15条第１項に規定する日常生活を営むのに支障がある者

（以下「要看護者」という。）のある職員が、規則で定めるところに

より、当該要看護者を看護」と、第１項中「深夜における」とあるの

は「深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」

と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講

ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」」

と読み替えるものとする。 

５ （略） ５ （略） 

 （休暇の種類）  （休暇の種類） 



第11条 職員の休暇は、年次休暇、療養休暇、特別休暇、看護休暇、看

護時間、子育て部分休暇、組合休暇その他規則で定める休暇とする。 

第11条 職員の休暇は、年次休暇、療養休暇、特別休暇、看護休暇、看

護時間、組合休暇その他規則で定める休暇とする。 

 （看護休暇）  （看護休暇） 

第15条 看護休暇は、職員が要看護者（配偶者（届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、２親等以内の親族その他

規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわた

り日常生活を営むのに支障があるもの。次条第１項において同じ。）

の看護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇とする。 

第15条 看護休暇は、職員が要看護者（配偶者（届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、

２親等以内の親族その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により

規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの。）の

看護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （子育て部分休暇）  

第15条の３ 子育て部分休暇は、職員が満６歳に達する日後の最初の４

月１日から満12歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子

を養育するため、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇とする。 

 

２ 子育て部分休暇の時間は、１日につき２時間を超えない範囲内で必

要と認められる時間とする。 

 

３ 子育て部分休暇については、給与条例第15条の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、給与条例第19条に規定する勤務時間１

時間当たりの給与額を減額する。 

 

 （療養休暇、特別休暇、看護休暇、看護時間及び子育て部分休暇の承

認） 

 （療養休暇、特別休暇、看護休暇及び看護時間の承認） 

第17条 療養休暇、特別休暇（規則で定めるものを除く。）、看護休暇、

看護時間及び子育て部分休暇については、規則の定めるところにより、

第17条 療養休暇、特別休暇（規則で定めるものを除く。）、看護休暇

及び看護時間については、規則の定めるところにより、任命権者の承



任命権者の承認を受けなければならない。 認を受けなければならない。 
  

四街道市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧対照表（第２条関係） 

改正案 現 行 

 （給与の減額）  （給与の減額） 

第20条 （略） 第20条 （略） 

２ 職員が勤務時間条例第15条に規定する看護休暇、勤務時間条例第15

条の２に規定する看護時間、勤務時間条例第15条の３に規定する子育

て部分休暇及び部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達する

までの子（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定によ

り職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立

について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁

判所に係属している場合に限る。）であつて、当該職員が現に監護す

るもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規

定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に

委託されている児童その他これらに準ずる者として管理規程で定める

者を含む。）を養育するため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと

をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわ

らず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減

額して給与を支給する。 

２ 職員が勤務時間条例第15条に規定する看護休暇、同条例第15条の２

に規定する看護時間及び部分休業（当該職員がその小学校就学の始期

に達するまでの子（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の

規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判

事件が裁判所に係属している場合に限る。）であつて、当該職員が現

に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第

３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親であ

る職員に委託されている児童その他これらに準ずる者として管理規程

で定める者を含む。）を養育するため１日の勤務時間の一部を勤務し

ないことをいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定

にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給

与額を減額して給与を支給する。 

四街道市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表（第３条関係） 

改正案 現 行 

 （育児休業をしている職員の期末手当等の支給）  （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 （略） 第７条 （略） 



２ 給与条例第24条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をし

ている職員のうち、基準日以前６か月以内の期間において勤務した期

間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

２ 給与条例第24条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をし

ている職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１項

に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）

を除く。）のうち、基準日以前６か月以内の期間において勤務した期

間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

 （育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）  （育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

22条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職

員」という。）を除く。）が職務に復帰した場合において、部内の他

の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期

間を100分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務

したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

初の職員の昇給を行う日として規則で定める日又はそのいずれかの日

に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整することができる。 

第８条 育児休業をした職員（会計年度任用職員を除く。）が職務に復

帰した場合において、部内の他の職員との均衡上必要があると認めら

れるときは、その育児休業の期間を100分の100以下の換算率により換

算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰

した日及びその日後における最初の職員の昇給を行う日として規則で

定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給

を調整することができる。 

 （部分休業の承認）  （部分休業の承認） 

第21条 （略） 第21条 （略） 

２ 勤務時間条例に基づき休暇（勤務時間条例第14条の規定により規則

で定める育児に係る特別休暇、勤務時間条例第15条の２の規定による

看護時間又は勤務時間条例第15条の３の規定による子育て部分休暇に

限る。）を与えられている職員に対する部分休業の承認については、

１日につき２時間から当該休暇の時間を減じた時間を超えない範囲内

で行うものとする。 

２ 勤務時間条例に基づき休暇（勤務時間条例第14条の規定により規則

で定める育児に係る特別休暇に限る。）又は勤務時間条例第15条の２

の規定による看護時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を

除く。）に対する部分休業の承認については、１日につき２時間から

当該休暇の時間又は当該看護時間の承認を受けて勤務しない時間を減

じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該

非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を

減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が労働基準法第67条

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該

非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を

減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が労働基準法第67条

https://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
https://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView


の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）、育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３ 

の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）又は育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成 

年法律第76号）第61条第32項において読み替えて準用する同条第29項

の規定による介護をするための時間（以下「介護をするための時間」

という。）又は子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない場合にあっ

ては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間、

当該介護をするための時間又は子育て部分休暇の承認を受けて勤務し

ない時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

３年法律第76号）第61条第32項において読み替えて準用する同条第29

項の規定による介護をするための時間（以下「介護をするための時間」

という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を超

えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護をする

ための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範

囲内で）行うものとする。 

  

 


